
令和２年度国民健康保険事業の状況

１．国保料料率改定の概要

（１）賦課限度額

医療分 ６３万円（＋２万円）

後期支援分 １９万円（据え置き）

介護分 １７万円（＋１万円）

（２）保険料率

所得割 資産割

医療分 7.2% －

後期支援分 2.7% －

介護分 2.4% －

※ Ｈ30～廃止

２．保険料法定軽減判定所得基準の改正

　【政令改正の内容】

（１）５割世帯の所得判定基準の引き上げ　28万円×人数　⇒　28.5万円×人数

（２）２割世帯の所得判定基準の引き上げ　51万円×人数　⇒　52万円×人数

改正後の基準所得（世帯の加入者全員の総所得額）

資料３

9,000円

7,000円

9,200円

9,400円

令和2年8月20日 第１回国保運営協議会

世帯
平等割

24,600円23,000円

被保険者
均等割

33万円以下

5割軽減 2割軽減

33万円+（28.5万円×
被保険者数）以下

33万円+（52万円×
被保険者数）以下

7割軽減
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国保料当初賦課状況（６月４日時点）

１　基礎データ

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 増減 前年比

25,146世帯 24,502世帯 23,957世帯 23,568世帯 △ 389世帯 98.4%

39,818人 38,573人 37,446人 36,573人 △ 873人 97.7%

190.1億円 187.9億円 182.4億円 179.1億円 △3.3億円 98.2%

755,985円 766,876円 761,364円 759,929円 △ 1,435円 99.8%

477,422円 487,128円 487,101円 489,706円 2,605円 100.5%

２　国保料賦課額

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 増減 前年比

35.0億円 33.6億円 32.7億円 32.1億円 △0.6億円 98.2%

医療分 23.7億円 22.4億円 21.8億円 21.4億円 △0.4億円 98.2%

後期支援金分 8.3億円 8.4億円 8.2億円 8.0億円 △0.2億円 97.6%

介護納付金分 3.0億円 2.8億円 2.7億円 2.7億円 0.0億円 100.0%

３　一世帯当たり国保料賦課額

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 増減 前年比

医療分 95,826円 92,019円 91,246円 90,738円 △ 508円 99.4%

後期支援金分 33,289円 34,580円 34,183円 33,911円 △ 272円 99.2%

介護納付金分 27,020円 27,278円 27,283円 28,131円 849円 103.1%

４　被保険者一人当たり国保料賦課額

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 増減 前年比

医療分 59,597円 57,950円 58,214円 58,472円 259円 100.4%

後期支援金分 20,703円 21,777円 21,808円 21,853円 44円 100.2%

介護納付金分 22,838円 23,290円 23,541円 24,408円 867円 103.7%

１世帯平均所得

１人当たり平均所得

総賦課額

世帯数

被保険者数

基準総所得金額
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５　国保料軽減額

世帯数 軽減額 世帯数 軽減額 世帯数 軽減額

14,505 6.9億円 14,361 6.7億円 △ 144 △0.2億円

7割軽減 7,844 4.5億円 7,675 4.3億円 △ 169 △0.2億円

5割軽減 4,048 1.9億円 4,052 1.9億円 4 0.0億円

2割軽減 2,613 0.5億円 2,634 0.5億円 21 0.0億円

６　限度超過額

世帯数 限度額超過額 世帯数 限度額超過額 世帯数 限度額超過額

限度額超過総額 370 1.7億円 353 1.7億円 △ 17 0.0億円

医療分 232 1.0億円 214 1.0億円 △ 18 0.0億円

支援分 353 0.5億円 352 0.5億円 △ 1 0.0億円

介護分 163 0.2億円 147 0.2億円 △ 16 0.0億円

増減

増減

令和元年度

令和元年度 令和２年度

令和２年度

軽減総額
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令和２年度保険給付費の予算執行状況

支出額

給付額（円） 前年比 給付額（円） 前年比 給付額（円） 前年比

療養給付費（3～5月診療） 2,766,675,021 101.7% 2,688,729,715 97.2% 2,658,397,169 98.9%

高額療養費（４～７月支払） 532,598,895 103.4% 554,385,455 104.1% 520,299,891 93.9%

療養費（４～７月支払） 18,769,049 98.4% 18,763,739 100.0% 21,533,936 114.8%

計 3,318,042,965 101.9% 3,261,878,909 98.3% 3,200,230,996 98.1%

１人当たり給付費

給付額（円） 前年比 給付額（円） 前年比 給付額（円） 前年比

療養給付費（３月診療～5月診療） 71,726 105.0% 71,803 105.0% 72,687 105.0%

高額療養費（４月～７月支払い） 13,808 103.6% 14,805 103.6% 14,226 103.6%

療養費（４月～７月支払い） 487 120.9% 501 120.9% 589 120.9%

計 86,020 105.9% 87,109 101.3% 87,503 100.5%

※一人当たり額は各年の給付額を各年の３月～５月の平均被保険者数で除した額

令和２年度

令和２年度

令和元年度

令和元年度

平成３０年度

平成３０年度

32.8億円
33.8億円

32.6億円 33.2億円 32.6億円 32.0億円

75,291円

80,048円
81,218円

86,020円 87,109円 87,503円

68,000円
70,000円
72,000円
74,000円
76,000円
78,000円
80,000円
82,000円
84,000円
86,000円
88,000円
90,000円

28.0億円

29.0億円

30.0億円

31.0億円

32.0億円

33.0億円

34.0億円

35.0億円

36.0億円

H27 H28 H29 H30 R元 R２

保険給付費の状況

保険給付費 一人当たり給付額
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歳　入
（単位：千円）

歳　出
（単位：千円）

予　算　額 予　算　額

医 療 給 付 費 分 現 年 分 2,014,746 一 般 管 理 費 245,054

医 療 給 付 費 分 滞 繰 分 65,882 連 合 会 負 担 金 12,755

介 護 分 現 年 分 240,296 賦 課 費 55,381

介 護 分 滞 繰 分 11,621 徴 収 費 28,086

後期高齢者支援金分現年分 756,032 運 営 協 議 会 費 495

後期高齢者支援金分滞繰分 25,652 計 341,771

計 3,114,229 療 養 給 付 費 11,230,040

2 療 養 費 76,595

3,000 審 査 支 払 手 数 料 41,486

特 別 調 整 交 付 金 9,642 高 額 療 養 費 1,541,122

計 9,642 高 額 介 護 合 算 療 養 費 600

保 険 給 付 費 交 付 金
（ 普 通 交 付 金 ）

12,889,327 葬 祭 費 9,840

保 険 給 付 費 交 付 金
（ 特 別 交 付 金 ）

298,779 出 産 育 児 一 時 金 42,000

財 政 安 定 化 基 金 交 付 金 1 支 払 手 数 料 21

計 13,188,107 移 送 費 20

保 険 基 盤 安 定 繰 入 金 1,091,242 計 12,941,724

職 員 給 与 費 等 繰 入 金 322,838 221

出 産育児一時金等繰入金 28,000 4,807,890

財政安定化支援事業繰入金 286,037 10

基 金 繰 入 金 300,000 88,063

そ の 他 一 般 会 計 繰 入 金 19,758 73,175

計 2,047,875 27,001

1 4,872

10,050 100,000

11,600 18,384,727

221

18,384,727

令和２年度　国民健康保険費特別会計当初予算

科　　　目 科　　　目

保

険

料

総

務

費

保
険
給
付
費

一 部 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国
庫

支
出
金

県
支
出
金

合 計

積 立 金
一
般
会
計
繰
入
金

国 民 保 険 事 業 費 納 付 金

その他共同事業事務費拠出金

保 健 事 業 費

特 定 健 康 診 査 等 事 業 費

償 還 金 及 び 還 付 加 算 金

直 診 勘 定 繰 出 金

予 備 費

繰 越 金

合 計

延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料

雑 入

財 産 収 入
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